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わが国の長期経済計画

におけ る教育計画

一一 労働力 の質 的 向上 の手段 としての教育

田 中 昭 徳

一、国民所得倍増計画以前の長期経済計画

戦後,わ が国において策定 された長期経済計画の数は,国 民所得倍増計画

にいたるまで10を こえる数にのぼるが,そ の うち,閣 議決定をみたのは昭和

30年 末の経済 自立5力 年計画,32年 末の新長期経済計画,そ して35年 末の国民

所得倍増計画の3つ である。自立計画 より以前のものは経済復興計画の性格

をもつ ものであ り,こ こでわれわれが考え ようとす る問題 とは背景が異なる

ので省略す ることにす る。経済 自立5力 年計画も,そ の名称が示す とお り外国

の援助な しに経済が運営 され るようになることを 目的 としたものであったか

ら,経済成長政策に直接つながるものではなかった。そ こでの労働力のとりあ

げ方は もっぱ ら失業問題 として考え られていたので,労 働力の質的向上は ま

った く問題にならず,し たがって教育は全然対象外に置かれたと見てよい。

新長期経済計画は,た しかに 「科学技術の振興」に一章を割いてい る。しか

しこの計画においても,労 働力問題の認識は過剰労働供給をどうす るか とい

う点に主軸があったので,労 働力の質を高めることにそれほど積桓灼であっ

た とはいえない。 「科学技術の振興」の章では,新 技術を生みだすための研

究段階の充実が説かれたあ と,い っそ う基本的には研究 と高校以下の科学技

術教育に努力を払 うこと,37年 度に見込 まれる理工系大学卒業生の8000人 の

不足に対応す る施策の必要なことな どが指摘されている程度である。
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二、国民所得倍増計画における教育計画

ところが,国 民所得倍増計画になると,「 人的能力の向上と科学技術教育

の振興」は,計 画の主要課題の一つ とされ るほどの重要性が与え られるにい

たった。それは引き続 く経済の高度成長 と技術革新の展開 とにより,よ うや

く労働需給の基調 も変化 し,新 規学卒者の不足問題が現われるとともに,技

術者や技能者の不足 も強 く呼ばれ るようになってきた当時の経済情勢に由来

している。 ここでは労働力問題は,い わばそれ までの雇用失業問題 とい う量

的関心か ら質的関心に発展 してきたわけである。この点について 「倍増計画

」は次のように述べてい る。

「従来,日 本経済において,労 働力が経済成長の阻害要因になった ことは

なか った。それは,わ が国が豊富な,し か も安価な労働力にめ ぐまれていた

か らである。 しか し,長 期的にみれば労働力増加率の鈍化が予想される。 し

か も将来における科学技術の進歩,産 業構造の高度化は労働力の質的向上を

強 く要請す ることになる。 この場合,と くに現代社会の大きな特徴は,高 い

経済成長の持続と急速な科学技術の発展に支え られた技術革新の時代 とい う

ことである。この科学技術を十分に理解 し,社 会 と産業の要請に即応 し,進

んで将来の社会経済の高度発展を維持 し続けて行 くには,経 済政策の一環 と

して,人 的能力の向上を図る必要がある」(倍 増計画,第2部 第3章)。

科学技術の振興に関 して,倍 増計画は次のように問題点を指摘 している。

す なわち`「 科学技術振興に当たって基本的な問題は,科 学技術教育を中心 と

す る人材の養成,研 究開発の推進および工業化対策の改善である。人材の養

成の必要性は今後ますます増大 しよう。それは,最 近の新技術の開発や研究

活動の増大にともなって,研 究者の需要が増大 した こと,お よびオー トメー

ションの普及に ともなって,計 測制御,生 産管理,設 備保全 などの新 しい型

の専門技術者の需要がふえてい るためである。さらに経営部門う販売部門に

おいても,技 術者の需要が増大し,ま た一般管理者,職 員について も技術的



わが国の長期経済計画における教育計画(田 中) 一87一

素地の必要性が認識されてい る。」

「倍増計画」は科学技術者の将来の需要予測に基づいて,昭 和45年 度まで

計画期間中に17万 人の不足数があると見込み,供 給拡大計画の指針を与える

とともに,科 学技術に関する高等教育機関の改善と技術研究の諸問題を検討

した。高等教育機関の教育内容の改善については,(1)既 存大学の学部学科

構成を新 しい科学技術の方向に沿 って再検討す ること,(2)理 工系教育施設

の拡大,(3)地 方の工業開発計画に対応 して地方に新 しい内容による工業大

学を設置す ることが決定された。さらに中等教育段階については,工 業高校

の養成す る初級技術者と職業訓練によって養成 される技能者の需要予測に基

づ き,計 画期間中の前者の不足は44万 人,後 者は160万 人 と推定 し,そ れぞ

れの拡充が決定された。また,当 然にそれぞれの教育内容を時代の変化にそ

って改善す ることも要請され,職 業訓練の社会的慣行化,産 学協同の推進な

どの必要 も認め られたのである。このように して,当 面不足が大きくな りそ

うな技術 ・技能者の養成拡充を図ることに重点が置かれてい る。それ ととも

に,経 済の高度成長 と技術革新とに即応す るためには,甲 果馨)融育本準を丁

段 と向上させ る必要があ り,し たがって世界的動向といえる 「中等教育の完

成」が必要であると考えられた。だが,そ れは高等学校教育の義務化への方

向ではな しに,高 等学校不進学者が受ける職業訓練や通信教育その他を中等

教育として公的に承認す ることによって,い わば 「安上 りに」国民全般の教

育水準を引き上げる方策をとってい るのであ る。

三 、人的能力開発計画 におけ る教育 計画

結局す るところ,人 的能力開発の問題は,わ が国にとって も,ま た世界的

に も,未 開拓の分野であったために,そ れは,所 得倍増計画では十分な研究

に基づいた計画 とはならなかった。人的能力開発問題をさらに堀 り下げ るこ

とは,以 後の課題 として残った。 したがって,こ の課題を本格的に検討す る

ために,昭 和36年4月 に経済審議会に 「人的能力部会」が設置されたのであ
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る。政府は昭和37年9、 月18日 この人的能力部会にたい し,「 経済の健全な発

達のために とるべき人的能力政策の基本方向」について諮問 した。 この諮問

にたい し,人 的能力部会は同年10月27日 に 「人的能力開発計画」を審議決定

し,翌38年1、 月14日 に経済審議会がこれを正式に政府に答申 したのである。

この答申は三章か らなっている。第一章は,「 人的能力政策の必要性」と

題 され,人 的能力政策の意義,こ の人的能力政策が必要 とされ るにいたった

経済的 ・社会的背景,な らびにこの答申作成に際 して考え られた問題 とその

取 り扱いの大要について述べた ものである。第二章 「人的能力開発の課題」

は,答 申の中核部分をなす もので,第 一章で示 された人的能力政策の必要性

に答え るためには,ど のような課題が解決されなければならないかが詳細に

検討されている。課題は,(1)人 的能力開発に関する理念の変革,② 人的

能力の伸長,(3)人 的能力の活用,(4)労 働 ・生活環境の整備の四点か らと

りあげ られ,(1)で は新時代に即応すべき近代意識の確立,技 術革新時代の人

間の主体性の問題,自 主技術の確立,能 力主義の徹底,教 育投資,② では教

育水準の向上,技 術者 ・技能者の問題,教 員 ・指導員の問題,人 材の国際交

流,体 位 と健康,③ では人間能力の活用の場である企業経営 におけ る諸問

題,活 用されるべ き人間として現在ならびに将来とくに問題をは らむ とみ ら

れる技術者 ・中高年令層 ・婦人労働力などの諸問題,な らびに産業構造高度

化に伴なってわが国の経済で とくに重要な課題 となる労働力移動,(4)で は労

働時間や災害防止などの労働環境,機 械化時代に人間性回復のため重要な意

味をもつ個人生活の場である生活環境が問題にされている。第三章は 「人的

能力政策の基本方向」であって,第 二章で挙げ られた問題を解決す るために

今後 どのよ うな政策がとりあげ られ るべきかが示されている。その第一は能

力伸長に対応す るもので,教 育訓練の拡充 と刷新の方向を学校教育,職 業訓

練,技 術資格検定,教 員 ・指導員,国 際交流など,問 題別に示 している。第

二は主 として労働移動を含む人的能力の活用上の課題に対応す るもので,労

働市場政策ならびに中小企業,農 業など特殊分野の対策をと りあげた。第三
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は労働 ・生活環境などの改善対策を包括的に示 している。

このように答申はきわめて広範囲にわたってお り,し たがってかな り彪大

なものになってい る。その詳細をここで述べ る余裕がないが,教 育計画に関

しては,幸 い経済企画庁総合計画局雇用班が学校教育に深い関係のある部分

を とりまとめて レポー トしているので,そ の要旨を紹介す ることにす る。

(1)現 代技術革新の方向と国産技術確scのための教育

第二次大載後に展開されつつある現代の技術革新が社会 ・経済に与える影

響は想像以上に大きい ものと予想され る。それは,中 世と近世 とをわかった

第一次産業革命に勝るとも劣 らないものであるといえよう。第一次産業革命

は,そ れ までの農業を主要産業 とす る孤立分散 した労働形態 と,簡 単な道具

を使って行な う生産技術の状態か ら,分 業による協業 と,人 間の生産能力を

飛躍的に拡大す る生産手段,す なわち機械 と動力の使用による工場制工業の

発展をもた らした。そ して,こ のような技術変化に対応す る教育制度や社会

制度を生みだ した。ところで,こ の段階の生産技術においては,生 産工程の

進行にたい して人間が主導権をもっていた。 しか し,現 代の技術革新はそ の

方向を推 し進めて考えれば,生 産工程の進行か ら人間を排除 しよ うとす るも

のであ り,さ らには情報の蒐集,整 理,判 断,新 しい行動の指令 とい うよう

な人間の神経作用まで機械にや らせ ようとしている。オー トメーシ ョンおよ

び1青報 処理技術の極限がそれである。 これ らの技術革新が もた らす 諸問題

は,従 来の観念を絶する新 しい考え方を必要 とす るが,教 育や研究のあ り方

も画期的な変化を要請されているとい うべきだろ う。それは,オ ー トメーシ

ョンや情報処理技術に通ず る科学的な思考や知識を,小 学校か ら大学 までの

全課程を通 じて系統的に教え られ るべきことと,新 しい技術の体系に見あっ

て教育の内部構造が改革 され ることとの二点に要約されよう。後者の問題で

とくに必要 とされ ることは,従 来の産業の要求に応 じて細分化,専 門化され

ている大学工学部の学科編成では,新 材料の開発,自 動制御用機器,情 報処

理,シ ステム工学 などの新 しい工学の要請に応 じ得ないので,よ り総合化,
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し,基 礎学科を多 くとり入れた,現 在の理学部 と工学部との中間をい くよう

な学部を創設す ることである。

ところで,わ が国の場合,技 術革新にたい していわぽ受け身の形で教育の

改革を行 なうだけでなく,自 ら技術革新を生みだせ る人物を養成す るとい う

点に特別の力点がおかれ る必要がある。国産技術確立のための教育がこれで

ある。従来の 日本の技術は,先 進諸国ででき上ったものの模倣技術であった

といって も過言でない。明治以来の日本産業の発展は,先 進国か ら知識を吸

収 し,あ るいは技術を買い入れて行なわれてきたものが主であった し,第 二

次大戦後 も技術の輸出入は圧倒 的に入超である。このような過去の技術導入

は,先 進国との間の大きな技術格差を縮め,日 本経済が発展す るために必要

であったと考え られ,あ ながち否定的に解さ られ るべきではないが,こ れか

らはかな り事情が変わって くる。すなわち,戦 前は,遅 れて近代化を開始 し

た 日本経済は,是 非とも先進技術の導入が必要であった し,外 国に新特許料を

払った り高い機械を買い入れた りしても,豊 富低廉な労働力供給によって十

分太刀打ちできた。また,技 術進歩のテ ソポが緩かったので一度導入 した技

術で長期間経営を続け ることもできた。 しか し戦後は技術格差がかなり縮 ま

ってきているし,労 働需給の基調の変化は賃金の上 昇 度 を高 めている。ま

た,め まぐるしい技術進歩は,一 度導入 した技術 も短期間で陳腐化 しつつあ

る。 しか も先進国は一流の技術を容易に輸出 しないので,導 入技術に依存 し

ていると,常 に二流の技術に止ま り,国 際競争力が高まらない といった事情

もある。 したがうて,外 国技術への依存態勢か ら脱却する努力を強力に行な

う必要が生 じてきている。ところで,技 術の進歩は一朝一夕には実 らない。

とくにわが国では長期間模倣になれてきたために,容 易に国産技術の展開が

しに くい態勢がで き上 って しまっている。なぜな ら,技 術の進歩は,一 方に

おけ る科学の発展と,他 方におけ る産業側の技術改善の要求 とがぶつか りあ

い,研 究 とい う生みの苦 しみをへて結実するものであるが,わ が国では通例,
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科学は外国の理論体系を吸収 し産業は外国か ら技術を買 うために,科 学 と産

業 との間に断層ができてしまっているか らである。 この断層をなくすには,

単 に研究部門の充実だけでなく,模 倣になれた人 々の考え 方 を根 本 的 に変

え,自 ら現実の問題にぶつか り,自 ら考えて問題の解決方法を生み出す とい

う創造的な態度方法を広 く国民各層にだ して訓 練す る必 要 がある。す なわ

ち,創 造力の涌養 とサイエ ソテ ィフ ィック・アプローチの教育 とい うことで

あるが,こ れ らは知識 として教え られ るのでは不十分で,実 践を通 じての教

育によって体得される面が多い。主知教育に偏 している日本の教育に,も っ

と実習をとり入れる必要がある。また,実 業界における人の活動は多 くの場

合,チ ーム ・ワークによって な され るか ら,チ ーム ・ワークのための諸能

力,す なわち協同の精神や指導性,総 合 力 と いったものの訓練 も必要であ

る。 これ らが国民各層に浸透す ることによって,確 固た る厚い層の上に国産

技術の花が咲 くことになろ う。 しかし当面とくに重要なのは,前 述の技術革

新の方向に沿って,独 創性のあるエ ンジニアを養成す ることで ある。

(2)能 力主義教育の徹底

教育の機会均等 と普及は現代社会の任務であ り,わ が国 も戦後の教育改革

によって顕著な前進がみ られたが,教 育のもう一つの大きな任務は,種 々な

人的能力や適性を発見 し,そ れに応 じた多様な教育を与えることに よって人

的能力の十分な伸長を図ることであろ う。ところが この面でのわが国の現実

は,能 力や適性にかかわ りなく高校(と くに普通高校)や 大学(法 文系が多

い)に 進学するのが ノー-7ル であるかのような風潮が支配的である。そ こか

ら出てくる問題は,そ の能力の有無にかかわ らず有名校への進学を固執す る

ために生ずる深刻な浪人問題であ り,他 方では能力にかかわ りな く進学す る

ために生ず る大学や高校 の学力水準の低下,学 校間格差の拡大である。学校

闘 格差の大きい ことは,も ちろんその他の人的物的な教授力の差に もよるが,
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いずれにせ よ同 じ教 育段階には一定の水準の教育 目標があるはずなのに,そ

れが達成 されてい るか どうか疑問が抱かれるところである。また,能 力より

も経済力が進学を規定するような傾向もある。 この ように画一的な進学問題

が大きな ウエイ トを占めているために,本 当にそ の人の能力を伸ばすとい う

面が手薄になっていることも否定できない。 これ らは,い わば学歴偏重の風

潮に教育がわざわい されているために起 こった弊害 とも考え られ るが,し か

らぽ教育において能力伸長 を重視す るような改善が行なわれれば問題が解決

するかといえば,決 してそ うではない。教育の現状 に右の ような弊害をもた

らしているのは,社 会の側が人的能力を尊重するとい うよりは学歴 と年功を

人 間 の評価 ・活 用の基準にす るようなシステムなり意識な りに支配されて

いるか らである。 したがって,社 会ないし産業の側で も人的能力の活用を能

力や適性に即 した ものにす る必要がある。経営秩序の近代化,年 功序列的体

系か ら職務給的体系への移行とい うことがそれである。これは抽象論 として

でなく,経 済の客観的条件の変化が,こ のような人の活用のシステムの変容

を求めているので,i現 実的方向と考え られるのである。すなわち,従 来の年
、

功序列的秩序を支えた,年 功;勤 続年数が高まれば技能の熟練度が高ま り,

企業への貢献度 も高 まるとい う技術の体系が,技 術革新によって変化 しつつ

あ り,必 ず しも経験が長 くな くても科学的知識を多 く持った若年労働の企業

への貢献度が高 まってきていること,従 来の過剰労働供給を基盤にして低い

初任給を出発点に して維持されていた年功賃金が,若 年労働力の不足傾向に

より初任給の上昇が大きくなったので大きな シ・ックを受けつつあること,

戦後の教育を受けた労働力は,年 功的秩序を支える経営家族主義的慣行にな

じまない ことなどが客観条件の変化の主な内容である。学歴偏重について も

同様である。戦前の中等教育や高等教育は少数のエ リー トを教育するとい う

意義があった。昭和15年 当時,旧 制中学への進学率は15%程 度であった し,

大学の数 も50に 満たなかった。それが最近では,高 校進学率は6割 に達 し,

大学の数は250(短 木を含まない)に ふえている。 これ らの上級の教育機関



わが国の長期経済計画における教育計画(田 中) 一93一

が,少 数の特権階級的なものの養成ではな く,多 くの国民のものになってき

たわけである。いわば学歴偏重の客観的基盤がなくなってきているといって

よかろ う。産業におけると同様に,教 育においても能力に対応 して教育課程

の多様化を行な うとともに,能 力や適性の観察 と発見に努力を注ぎ,進 路指

導を重視する必要がある。また,通 常より高い能力の所有者は,早 く進級,進

学できるような飛び級制や,逆 に能力伸長の遅い者には留年 させて トコロテ

ン式の卒業はさせないとい うような弾力的な運営 も必要となろ う。大きな問

題になっている入試問題を合理化するためには,客 観的な大学進学適性試験

の ようなものを行な うこと,公 正な第三者機関に入試問題を出題 させること

な ども考えてみる必要がある。また,産 業 と教育双方の能力主義に資するた

め,斉 様の職業能力検定制度を整備拡充することも必要 となろ う。能力があ

るのに進学できない人達のためには,育 英制度を充実 し,さ らには低所得者

層一・般をなくしてい く幅広い経済,社 会政策 も必要である。このように能力

尊重の教育が行なわれるようになれば,い わゆるハイタレソ ト・マ ソパワー

の養成 も容易になろ う。く'でぞヒγ}・ 了γくヤ7ζ を劃 智学撞御9発 犀を

㌍ ラ・N・緯 斉界 ・栄轡界9主 挙層等で昂?て ・耀PT緯 醗 月i…や劇季働 千寄

与す る人達 であ る。 ダイ ナ ミックな技術革新 時代 において,こ れ らの優 れ た

人材 の重 要 性 は ことのほか大 き くなってい る。そ して彼 等に要求 され る資質

は とくに高度,複 雑 な もの で あ るか ら,個 人 的 な努 力 に 放 任 す る ことに よっ

てハイ タレソ トが形式 され るとは期待で きない。社会的に,意 識 的 に ハ イ タ

ヒγセを輩峨すう挙琴炉南う。ところが・戦後のわが国では・戦前の特権階

級のマイナス面が強 く意識された反動 として,真 に優れた人 々を尊重し育成

してい くとい う当然の努力が薄れてい るように思われ る。もちろん,そ の よ

うな努力が,封 鎖的,専 横な特権 階級形成を もた らす ことに なっては 困る

し,そ うな らない ような工夫を こらす必要があるが,各 方面で民主化が進ん

でい る戦後に おいては,そ のような危険性は 弱まっていると考えてよかろ

う。ハイタレソトには,科 学技術を対象にす るものと,社 会活動を対象にす
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るものの二種類が考え られ るが,学 校教育でとくに留意する必要があるのば

科学技術のハイタレントである。経済界等で活躍する人達は,学 校を出てか

らの社会における経験や努力 も重要であるが,科 学技術のハイタレソトは,

学校教育の時期にその能力が発見され,し っか りとした基礎が与え られてい

ない とその後の伸長がむずか しくなるか らである。

(3)教 育 投 資

最近,経 済成長のための人間の能力開発が問題 とされ るとともに,そ の重

要性がとりあげ られてきた。高い経済成長を支えていくためには,技 術の進

歩に応 じて労働の質がますます高め られなければな らない。 ところで,労 働

9輩 輿 ・隼牽活勲二?」・不9能 力切 ・知講と々 ・撞術をも?9ζ を章味すう

のであるか ら,労 働の質を高める一・番大 きな要素は教育とい うことになる。

経済成長をにな うす ぐれた労働力を養成するためには,実 際に立派な教育が

国民に与え られなければな らない。そのためには多額の経費を要す る。教育

のために支出される経費の性格についてであるが,あ る人が教育を受けた場

合,そ の人の労働の質が高まることにな り,教 育の効果は,そ の人の長い職

業生活を通 じて発揮 されることになる。そ こで,融 育輝輩}劃 掌串さ塾牟そ

の場限 りで効果がなくなってしま う消費的支出とい うよりは,将 来にわたっ

て経済的効果を及ぼす投資的性格をもつ ものであると考えられる。 ここに,

教育のための支出が教育投資としてとりあげ られる理由がある。教育を投資

として理解することに よって,経 済成長 との関連で教育経費の持つ重要性が

よりよく認識され よう。教育経費を投資として考えることに よって,ち ょう

ど物的投資の蓄積が物的資本を形成す るように,労 働力中に教育を受けた者

が増加 してい くことは,教 育投資の蓄積が行なわれ ることを意味す るので,

ここに,教 育資本 とでも呼べるものが考えられる。就業者の学歴構成は,就

業者が どれほど教育を身につけているか,つ ま り教育資本の存在量を示す一

つの姿である。従来,生 産は物的資本 と労働 と技術に よって規定 され ると考

え られてきた。ところで,物 的資本 と労働力の投入量の増加を上廻って国民
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所 得が拡大 してい る ことが多い。例えば,日 本 で は過 去50年 間 に,国 民所 得

は7.5倍 に 拡 大 し て い るの に,国 富 は2.2倍,就 業 者 は1.8倍 に増 大 して い

るにすぎない。したがって,吻 的肇奉ζ栄廓ヵ(Pi摩不阜酵)填卸ギげで儲誰明

さμ塗、・峰締曄畢炉南う;ζ に塗う。ここに,教 育資本の概念を考慮に入れ

ると,説 明されない経済成長の うちのかな りの部分が教育資本の増大に よっ

て説明が つ くと考え られ る。 教育は 経済的効果を 持つばか りで なく,社 会

的,文 化的な効果 も大きい。教育のための経済成長のための投資としてとら

えることに疑問をいだ く人 も少なくないであろ う。教育投資とい う考えは,

経済的な立場か ら教育経費を検討 しようとい うものであ り,教 育について こ

のような立場か ら検討す ることも大いに意味のあることである。

(4)中 等教育の完成と職業訓練体系の整備

国民所得倍増 計画は,長 期の教育訓練 政策の 目標 として 「中等教育の完

成」を掲げた。すなわち,15才 か ら18才 までのすべての青少年に後期中等教

育を与え,技 術革新の進展に即応 して,青 少年の知識と技術水準を向上させ

ようとすることにある。

後期中等教育の中心は高等学校であるが,今 日その進学率は60パ ーセソ ト

を超えている。しかし,人 的能力の開発 とい う観点か らみて,い くつかの問

題点がある。社会や父兄もそ うであるが,学 校側においても生徒の適性を発

見育成するとい うその意義,重 要性についての認識がきわめて乏 しい。また

学歴の異常な尊重や職業教育に対する蔑視などが,普 通教育の偏重 となって

い る現状か ら,昭 和38年 度以降以後の普通教育の類型化 も恒久的な安定した

機能を発揮す るか どうか疑問視されてい る。

高等学校のほかに,こ の段階の教育訓練機関に,各 種学校,職 業訓練等が

ある。 これ らはそれぞれ特有の 目的と環境をもっていて,社 会経済の発展に

大きな役割をはたす と目されてい るが,正 規 の 教育とは区別 されている。

だが,人 的能力の開発 とい う立場か ら,これ らの教育訓練は中等教育の一環 と

して位置づけるのに十分な価値をもっていることが認識され るべ きだろ う。
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ユ・ 中等教育完成の基本的な方向

15才 か ら18才 までの成長期 にある青少年は,身 心の発達の状態か らみて

も,才 能が分化 し,個 性が顕著 となる時期である。 したがって,能 力と適性

に応 じた合理的な教育訓練を行な う段階であ り,青 少年の将来の進路が決定

さ れ る重要な段階である。この ような観点か ら,0大 学の短い教育期間で

は人材の発見と育成は困難であるか ら,中 等教育段階において国民の広い層

か ら早期に才能を発見し,育 成 して行 くこと。 ⇔ 国民の資質の向上を図 り

経済諸活動に従事 しようとする青少年の知識 と技能の向上を図ることが,中

等教育完成の主眼点となる。それは国民の教育水準を前期中等教育か ら後期

中 等教育に置こうとす ることである。

このために,普 遍的な科学技術教育に基礎をおいた職業教育訓練を普通教

育 の レベルまで引上げて拡充 し,進 路指導体制 の強化 と,職 業教育訓練の体

系を整備することが提案された。

(イ)進 路指導体制 の強化

人的能力開発の観点か ら,教 育訓練におけ る根本的問題 として進路指導体

制を強化する。

《a)進 路指導,職 業指導,適 性の問題についての研究,調 査,情 報提供の

ための特定の機関の設置。

(b)中 学校,高 等学校において専任のカウソセラーの設置を促進する。

(e)カ ウソセラー養成のために教員養成大学にその専門課程を設ける。

(ロ)高 等学校における]職業教育の改善

昭和45年 の高等学校への進学率は72パ ーセ ソトを想定 されているが,そ の

進 学 率 は もっと高 くなるものと考えられる。 このような 進 学 率 を もつ こ

とは,生 徒の能力の多様化を意味 してお り,高等等教育におけ る教育の多様化

が問題 となる。そ こで,現 在の職業教育のほかに実習を多 くした技能教育の

導入の可能性が多 くなって くるであろ う。また,中 等教育における技術・家庭

科の教科が中学校だけに留め られているのは不合理であるか ら,中 学校高等
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を一貫 した技術教育の系統化を考えるべきであって,高 等学校における職業

教育の発展を図ると同時に次のことを検討す る。

(a)普 通課程の職業教育

昭和38年 か ら実施 され る教育課程の改訂に当た って,A類 型の課程は技

術革新時代にふさわ しい実践的教科をその中核 とするものに教科を再編

成する。

(b)職 業課程における職業教育の質的改善

国民所得倍増計画で予想 される産業構造の変化に対応して商業課程の相

当の拡充を行な うとともに次の ような農業課程,工 業課程の画期的な質

的改善を図る。農業課程については,農 業近代化に即応して畜産,園 芸

関係の学科を拡充する。また,将 来の自営業主は高等学校卒業者にその

中心をお くために,農 業機械,農 業経営の教育を拡充する。さらに,農

業課程 と工業課程を併せた独立の職業高等学校を設けて農家の子弟を対

象 とした初級技術者の養成を図る。工業課程については,重 化学工業関

係の基礎学科の拡充に重点を置 く。そ して,工 業課程に入学す る生徒の

適性に応 じて学科に よっては実習を多 くした職業教育を取 り入れ ること

を検討する。農業,工 業はい うまで もな く,商 業や家庭課程においても

生産流通部門における実習制度を確立 し,産 業協同体制を図ることを検

討す る。

〈c)中 等教育の完成の立場か ら定時制高等学校 と職業訓練等との連けい

昭和36年 の学校教育法の一部改正に よる,定 時制高等学校と職業訓練 と

の連けい制度を一歩前進させるために,一 定の規格を設けて定時制の4

年を前期課程2年,後 期課程2年 に分け,こ の前期課程が認定職業訓練

において履修できるようにする。さらに勉学を続ける者は一般の定時制

高校で後期を卒えることに よって高等学校卒業 とする。同様の趣旨で通

信教育 との連けいを図る。このような連けいを,他 の組織的な職業教育

訓練様関においてもとれ るように検討 し,漸次連けいの範囲を拡大す る。
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将来は,さ らにそれを発展させ,独 得の教育機関として,そ こで行な

肇 脚 醐 謙 育訓1願 葺等学鱗ζ購 …・中等豫育9マ 傘騨 脚 砂 う

タラにすう。さらにこれを義務化することも考えられる。そして,可 能

な限 り昼間制を原則 とし,労 働時間中に就学で きるようにす る。この場

合,定 時制高校 も勤労青少年のための独 自の学校 として,同 様の措置が

考え られ る。各種学校について も同様であ り,そ の特性を発振できるよ

うな指導が望 まれる。

2資 格検定制度の確立

中等教育の完成 目標が,青 少年に学歴を取得させ ようとするものではな

い。 この制度は教育訓練に よって得た実力を公的に評価 し,そ の水準をたし

かめようとする制度であって,と くに技術者について,中 等教育段階,短 期

大学,高 等専門学校の段階および大学段階の卒業程度のそれぞれの能力水準

を示そ うとするものである。それは構想の段階であるが,技 術検定制度 とと

もに,技 能者より技術者へ,さ らに上級技術者へ学歴に よらないで,実 力に

よって昇進の道を も開こうとする制度である。

3教 員 ・指導員の確保

教育訓練にあた って,優 れた教員 ・指導員を確保す ることが大前提であっ

て,そ の重要性については,誰 もが疑わない。それに もかかわ らず,そ の確

保の困難に直面して,安 易な,泥 縄式な対策が講ぜ られ る傾向がある。とく

に,理 数科,工 業科教員についてそれが著しい。これの恒久対策として,長

期の教育訓練計画を立案 し,そ れに即応する教員 ・指導員の養成計画を優先

的に実施することが,ま た教員 ・指導員の社会的評価 と待遇を改善する方法

として教員 ・指導員の資格検定制度が提案 されている。教員養成についでは

とくに理数科,工 業科教員養成に焦点が置かれるよう要請 されている。

ま とめに代 えて その問題点

以上,わ れわれは,わ が国戦後の長期経済計画において,ど のような関連
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でどんな内容の教育計画がたて られてきたかを概観 した。われわれはそ こで

は,教 育が労働力の質的向上の方法 として経済の問題に連な り,経 済成長を

達成す る一つの重要な要因として認識せ られているのを,明 瞭に看取するこ

とができる。すなわち,一 応の経済復興がなった昭和32年 以後,人 口増加率

の停滞化 ・人 口構造の変化に伴な う労働力化率の低下,技 術革新の新たな展

開とそれを軸とした高度経済政策の推進,な らびにそれ と関連する社会の高

度化のために,労 働力,と りわけ高質労働力の一般的不足 とい う深刻な事態

が生 じ,そ の打開策 として労働力の質的向上 ・人的能力の開発に,経 済成長

のフロンテ ィアが求め られ るに及んで,各 種のマンパワーを養成する教育の

構造の変容が要請 され,経 済計画の一環 として教育問題が とりあげ られて

「教育計画」化への努力が顕i著となったのである。この努力のもっとも重要

な成果は,昭 和37年10月 に発表 された経済審議会人的能力部会報告 「人的能

力開発計画」であって,こ れは従来の長期経済計画がとりあげていた 「国産

技術確立のための教育」 ・ 「中等教育の完成」の問題を体系的計画化す ると

ともに,人 的能力開発を推 し進め るために 「能力主義教育の徹底化」を期 し

教育を 「投資」の概念のもとに検討するいわゆる 「教育投資」の新観点を打

ちだ した。現在,わ が国文教政策は この 「人的能力開発計画」にもられた教

育計画を基本路線 として着 々実施 されてお り,し たがって 「人的能力開発計

画」を知 らず しては,今 後の文教政策の動向は把握 しがたい。最近,同 年11

月に公表された文部省教育白書 『日本の成長 と教育一 教育の展開と経済の

発達一 』がひ とびとの注 目をあつめている(公 表後,わ ずか半年た らずの

あいだに約十万部を売 りつ くしたといわれ る)が,こ の教育白書は 「人的能

力開発計画」に よって打ちだされた 「教育投資」の観点を理論的にいっそ う

精緻化 し,明 治以降における日本経済の発達にたいす る教育の貢献度を実毒

的に検証 した ものにすぎず,そ れは総体的に 「人的能力開発計画」における

教育計画のいわば裏打ちと見敬されてしかるべ きであろ う。

ところで,経 済計画の一環 としての教育計画の樹立とい う傾向は,改 めて
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「経 済 と教 育 との 関係 」 の問 題 を提起 してい る。 とい うのは,経 済 計 画 に お

い て取 り扱 わ れ る教 育は あ くまで も経済発展を 目的 とした教育であ って,そ

れ は人 間 そ の もの の形 成 ・発 達 を 目的 と した教 育では ないか らであ る。 もち

ろ ん,わ れ わ れ は こ こで 精 神主 義 的 立 場に立 って,教 育 が 経 済 発 展 のた め に

使 用 され る ことを教育にたいす る冒漬 として非難 しよ うとす るのではない。

教 育には元来,精 神 的 財貨 獲 得 の手 段 で あ る と同時に,ま た物 質 的 財 貨 獲 得

の 手 段 とい う側面を ももってお り,経 済 発 展 のた め の教 育 が 本 来 教 育の重要

な一側面 であ ることはかの典型 的な ドイ ツ観念論教 育学者P.ナ トル プで さ

え これ を否 定 してい ない(参 照P.Natorp,SoxialPtZ'aagogik,6.Auf1.1922

;Soeialiaealismus2.vertinderteAufl・1922)。 む し ろ,問 題 は 経 済 発 展

の た め の教 育 と教 育本来の 目的 とを ど う統一 し結合 させ るか,と い う点 に あ

る。 と りわ け,わ れ わ れ は,経 済審 議会 人 的 能 力部 会 の メ ソバ ーであ る清水

義弘氏(東 大 助 教 授 ・教 育 社 会 学 専 攻)が 「社 会 の機 能 の一 つ にす ぎない教

育 はみずか らその 目的を規定す る力 も資格 もない」(清 水 義 弘 著 『20年後 の

教 育 と経 済』,1961.東 洋 館 出版 社,59頁)な ど と独 断 して経 済べ った り主

義 を ふ りか ざしてい る状 況 を み る に つ け,こ の感 を深 くす る。 この統 一

へ の志 向を欠いた とき,教 育 は 特殊 な 「教 育 祖界 」 化 され て生 々と した現実

形 成力 としての機 能を失 うか,さ もな くば 経済 発 展 の た め のた ん な る手 段に

堕 して しま うかす る外は ない。 しか も,文 教 政策 の現 状 に おい て は この統一

への志 向は きわ めて稀 薄であ り,「 能 力 主義 教 育 の徹 底 化 」 は 「適性 発見」

の 美名の もとに 「人 間の品質管理」 ・ 「エ リー ト教育」へ の傾斜を強めてい

る。 これは まさし く,人 間 と教 育 の危 機 で あ る といわ ざ るを得 ない。だが他

方,技 術 革 新 を軸 とす る経済 の高 度成 長は,熟 練 労 働 の重 要 性 を喪 失 させ,

そ れ に 代 え て移 動 可 能 な教 育 あ る労働 力 ・労働力 の高質化 ・知的労 働 と肉体

労 働 との区別の撤廃を要求 し,そ こ よ りして 「生 産労 働 と教 育 をの結 合」の

契 機をい っそ う増大 させてい るのであ る。われわれは,い まや,人 類 福 祉実

現 の た め に 教 育 と経 済 とはいか な る関係 にあ る べ きかを 問い直 さなければ
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な らない新 しい歴 史的時点に立 ってい るといって よい。
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